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（百万円未満切捨て） 

１．平成24年2月期の業績（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年2月期 22,046 0.1 299 14.2 319 8.5 △95 －
23年2月期 22,014 △1.4 261 △48.5 294 △45.2 82 △63.7

 

 
1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年2月期 △14.09 － △2.6 4.1 1.4
23年2月期 11.95 － 2.2 3.4 1.2

（参考） 持分法投資損益 24年2月期 －百万円 23年2月期 －百万円 
 
(2) 財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

24年2月期 7,446 3,554 47.7 533.08
23年2月期 8,232 3,830 46.5 558.26

（参考） 自己資本    24年2月期 3,554百万円 23年2月期 3,830百万円 
 
(3) キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円

24年2月期 670 △167 △826 816
23年2月期 1,738 △156 △1,018 1,140

 
２．配当の状況 

 年間配当金 

 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計 

配当金総額 

(合計) 
配当性向 

純資産 

配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
23年2月期 － 0.00 － 7.00 7.00 48 58.6 1.3
24年2月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

25年2月期(予想) － － － － －  － 

 
３．平成25年2月期の業績予想（平成24年3月1日～平成25年2月28日） 

（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 11,117 1.8 52 △69.8 80 △58.0 △16 － △2.46
通     期 22,637 2.7 281 △6.0 334 4.9 93 － 13.96

 



４.その他 

(1) 重要な会計方針の変更 
 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 
 ② ①以外の変更 ： 無 
 (注)詳細は、22ページ「会計処理方法の変更」をご覧ください。 
  
(2) 発行済株式数（普通株式） 
 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む）24年２月期 6,945,317株 23年２月期 6,939,317株 
 ② 期末自己株式数 24年２月期 277,335株 23年２月期 77,300株 
 ③ 期中平均株式数 24年２月期 6,758,633株 23年２月期 6,923,210株 
 (注)１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、43ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。 
 
※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、２ページ「１．経営成績（１）経
営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により、生産設備の損壊、サプライチェーンの寸

断、電力供給の制約等から生産活動が大きく低下いたしましたが、年後半からは、大震災の影響による供給

面の制約が解消される中で、景気は緩やかながらも持ち直しの動きが続いております。しかしながら、急激

な円高の進行、ギリシャ財政危機をはじめとするユーロ圏の景気減速等によって景気の先行きは不透明な状

況にあり、引続き厳しい状況で推移いたしました。 

食品業界におきましても東日本大震災の一時的影響は、ほぼ終息傾向にあるものの、消費者の節約志向の

強まりや福島第一原子力発電所の事故による放射能汚染問題を発端とする食材への厳しい選択の影響など、

業界を取り巻く経営環境は大変厳しい状況が続きました。 

このような状況のもと、当社は一層の安心・安全な商品を提供すべく、平成23年９月からは放射性物質の

自主規制値を設定するなどして、検査体制の強化に取り組んでまいりました。 

定期品におきましては、従来の商品ラインアップに加えて、産地を限定した商品の提供等、顧客への安

心・安全のニーズに対応するよう、努めてまいりました。 

注文品におきましては、長引くデフレ傾向に対応したＰＢ商品であるシンプルラインなどの新商品の開発、

販売促進活動などのマーケティング力の強化を図り、売上高の増大に努めてまいりました。 

また、ＥＣ事業の更なる拡大を目的として、平成23年10月に株式会社ローソンと、らでぃっしゅローソン

スーパーマーケット株式会社を設立し、業容の拡大に努めてまいりました。 

 

この結果、当事業年度の売上高は22,046百万円（前期比0.1％増）となりました。利益面におきましては、

震災の影響により上期は積極的な営業施策を抑制したため、営業経費を中心とした販売費および一般管理費

が抑えられた結果、営業利益は299百万円（前期比14.2％増）となり、経常利益は319百万円（前期比8.5％

増）となりました。 

また、当事業年度が初年度の資産除去債務会計基準適用に伴う影響額148百万円、固定資産除却損78百万

円、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによるＴＯＢに係る諸費用67百万円を特別損失として計上したこと

により、当期純損失は95百万円(前期は82百万円の当期純利益)となりました。 

 

企画分類別売上高につきましては、以下のとおりであります。 

定期品は、7,452百万円（前期比5.4％減）、注文品は、14,233百万円（前期比2.9％増）となり、また、

その他は、360百万円（前期比19.8％増）となりました。 

  

②次期の見通し 

平成24年４月以降、食品中の放射性物質の暫定規制値から新たな基準値が設けられ、従来より基準が厳

しくなることになり、農産品等食材に対する厳しい選択の影響は続くとみられることから、不透明な経営

環境が継続するものと思われます。 

当社といたしましては、引き続き安心・安全な食品を提供できる体制を強化し、品質管理を徹底すると

ともに、顧客サービス等の一層の充実を図り、売上高の拡大に努めてまいります。 

 

その結果、通期として売上高は22,637百万円（前期比2.7％増）、営業利益は281百万円（前期比6.0％

減）、経常利益は334百万円（前期比4.9％増）、当期純利益は93百万円（前期は95百万円の当期純損失）

を計画しております。 
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(2) 財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産の残高は3,750百万円となり、前事業年度末残高4,300百万円と比較して

549百万円減少いたしました。この主な要因は、現金及び預金が324百万円減少、売掛金が351百万円減少し

たことによるものです。 

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産の残高は3,695百万円となり、前事業年度末残高3,932百万円と比較して

236百万円減少いたしました。この主な要因は、のれんの償却により181百万円減少、除却によりソフトウエ

ア仮勘定が71百万円減少したことによるものです。 

（流動負債） 

当事業年度末における流動負債の残高は2,947百万円となり、前事業年度末残高3,202百万円と比較して

255百万円減少いたしました。この主な要因は、資産除去債務が54百万円増加しましたが、返済により短期

借入金が200百万円減少、未払法人税等が85百万円減少したことによるものです。 

（固定負債） 

当事業年度末における固定負債の残高は944百万円となり、前事業年度末残高1,199百万円と比較して254

百万円減少いたしました。この主な要因は、資産除去債務が133百万円増加しましたが、返済により長期借

入金が402百万円減少したことによるものです。 

（純資産） 

当事業年度末における純資産の残高は3,554百万円となり、前事業年度末残高3,830百万円と比較して276

百万円減少いたしました。この主な要因は、当期純損失の計上95百万円、剰余金の配当48百万円によりその

他利益剰余金が143百万円減少、自己株式の取得により137百万円減少したことによるものです。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により670百万円増加し、投資活動により167百万

円減少し、財務活動により826百万円減少し、この結果、現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、

324百万円減少となり、期末残高は816百万円（前期比28.4％減）となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、670百万円（前期比61.4％減）となりました。これは主に、税引前当期

純利益が23百万円となったこと、減価償却費、ソフトウエア償却費及びのれん償却額合わせて414百万円、

売上債権の減少額351百万円などによる収入と、貸倒引当金の減少額108百万円、法人税等の支払額248百万

円などによる支出によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、167百万円（前期比7.5％増）となりました。これは主に、無形固定資産

の取得による支出111百万円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、826百万円（前期比18.8％減）となりました。これは主に、短期借入金

の純減少額200百万円、長期借入金の返済による支出402百万円、自己株式の取得による支出142百万円など

による支出によるものであります。 
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（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期 平成24年２月期

自己資本比率（％） 41.2 41.8 46.5 47.7

時価ベースの自己資本比率（％） 39.4 43.8 45.8 88.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） 5.9 － 87.9 133.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 8.7 － 89.5 66.3

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに、期末株価を乗じて計算しております。 

（注２）キャッシュ･フローは、営業キャッシュ･フローを使用しております。 

（注３）有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、今後とも収益力の向上と経営基盤の強化に努めるとともに、利益配分につきましては業績の見通

し、配当性向、内部留保の水準などを総合的に判断しながら、長期にわたり安定的な配当を維持継続してい

くことを基本方針としております。 

内部留保資金につきましては、借入金返済などの企業体質強化に活用し、より一層の財務健全性の向上に

努めたいと考えております。 

また、当社は平成24年１月30日開催の取締役会において、平成24年２月期の普通株式の期末配当を無配と

することを決議いたしました。 

なお、今後、当社は株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの完全子会社となる予定であり、次期の期末配当

につきましては未定としております。 

 

(4) 事業等のリスク 

当社の事業展開において、経営成績または財政状態等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

およぼす可能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する

事項については、本決算短信提出日現在において当社が判断したものであります。 

 

①業界動向及び競合について 

当社は、農薬や化学肥料の使用頻度を独自に定めた環境保全型生産基準「RADIX」（以下RADIX基準とい

う）に則って栽培された野菜や米・果物等の農産品、および人体への安全性を考慮した素材、原料を使用し

た畜産品、水産品、加工食品等の食品、そのほか日用品等を消費者に戸別宅配する事業を営んでおります。 

また、近年のＢＳＥ(牛海綿状脳症)、鳥インフルエンザ、口蹄疫、残留農薬、食品偽装等の問題が生じた

ことで、消費者の「食の安心・安全」に対する意識は高まってきており、当社と類似する業態を持った企業

における新規参入が見込まれます。 
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大手百貨店やスーパーマーケット等においてインターネットを利用したネットスーパー事業の拡大や、農

産品の産直販売店も増加しており、従来以上に競争が激しくなることが予想されます。直近では、当社と同

様に有機栽培や特別栽培農産物等の宅配事業を営む企業等との競争が激化してきております。従って、今後、

さらに競争が激化し相対的に当社の競争力が低下した場合には、当社の財政状態または経営成績等に影響を

およぼす可能性があります。 

 

②食品の安全性について 

近年、食品業界におきましては、残留農薬問題、食品偽装問題、また東日本大震災に端を発する放射性物

質による農産品等の汚染問題が発生し、社会問題となっています。 

当社の取扱商品におきましては、安全性につきましてRADIX基準を保持し、これを厳守するよう各取引先

とRADIX基準を遵守する条項を設けて、取引契約を交わしております。 

取引開始にあたりましては、農産地や工場訪問を行い、圃場や製造現場においてRADIX基準が厳守されて

いるかの確認を行っております。また、食品関連法規等各種関連諸法規に違反しないことを保証する書面を

仕入先から入手するなど、徹底した品質管理を行っております。 

しかしながら、当社で取り扱っている惣菜や生鮮加工品について、衛生管理上の不注意による食中毒など

の品質面での問題が発生した場合には、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性がありま

す。さらに、当社に限らず残留農薬問題、食品偽装問題、放射能汚染等が社会全般の消費行動に変化をもた

らした場合などにも、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 

 

③自然災害の影響について 

農産品の栽培においては、長雨、猛暑、台風、冷害、干ばつなど天候に左右される傾向があり、また地震

や津波、火山噴火などの影響により農作業ができなくなる恐れもあり、結果として入荷時期、入荷数量、品

質に影響を与えることがあります。また、農薬や化学肥料の使用を抑えた栽培を行うため、病害虫の影響を

受ける可能性も高くなり生産技術の高さが求められます。当社では、生産者の組織する団体「Radixの会」

と協力し、病害虫の影響を軽減するような生産技術の向上を進めるとともに、契約農家の増加と作付地域の

特定集中の回避を推進しております。 

しかしながら、産地における自然災害、病害虫等の影響により、収穫量が確保できない場合等には、当社

の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 

 

④農畜産品の確保について 

当社は、RADIX基準による農畜産品の生産を農畜産家に委託しておりますが、現在、農畜産家の高齢化、

後継者不足から生産規模の縮小や廃業などが生じています。 

今後、このような傾向が続き、国内の生産規模の縮小や廃業の影響で、当社基準で生産委託できる農畜産

家が減少した場合、当社が必要とする販売数量が確保できなくなり、当社の財政状態または経営成績等に影

響をおよぼす可能性があります。 

 

⑤仕入価格の変動について 

当社では、仕入価格の変動に備えて、産地の分散、複数購買等により、低価格で安定的な購入に努めてお

ります。しかしながら、食品原材料価格や穀物仕入価格の上昇、また穀物飼料高騰による精肉価格の上昇な

どが生じることとなった場合、当社が必要とする販売数量が確保できなくなり、結果として当社の財政状態

または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 
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⑥商品開発について 

当社の商品開発は、RADIX基準に基づき、自ら企画した商品をメーカーと共に共同開発する体制をとって

おります。当社の取引先等においても、食品添加物の使用を禁止する等のRADIX基準を遵守しており、取引

開始後も、当社は品質の安定を図るため定期的な技術指導を行っております。 

しかしながら、メーカーとの共同開発体制が機能せず、今後、維持できない場合には、新商品の投入等が

できなくなり、結果として当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 

 

⑦配送代理店について 

当社が取り扱う商品配送については、一般運送業者ではなく、当社と専属契約している配送代理店によっ

て行われております。配送代理店の役割は、会員宅へ単に配送するだけではなく、当社の取扱商品の販売促

進や新規会員の獲得といった営業機能も担っております。従って、配送個数に応じて手数料を支払うのでは

なく配送エリアごとの売上高や会員獲得数にリンクした報酬制度を採用しております。そのため、配送代理

店に不測の事態が発生した場合に備えて、当社では自社便での対応及び他の代理店間での配送エリアの補完

体制を構築しておりますが、独自の営業体制を敷いていることから配送網の再構築に費用と時間を費やす可

能性があります。さらに、その結果として、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があ

ります。 

 

⑧会員数について 

会員数の推移は下表のとおりであります。 

項目 
第20期 

(平成20年２月期)

第21期 

(平成21年２月期)

第22期 

(平成22年２月期)

第23期 

(平成23年２月期) 

第24期 

(平成24年２月期)

期末会員数(人) 90,396 96,809 101,007 104,966 106,097

 

当社は、会員制の戸別宅配事業を営んでおり、会員数の増減は、当社の売上高の変動要因に大きな影響を

与えます。そのため、当社は、新規会員の集客活動を継続して行っております。加えて既存会員の退会抑止

にも注力しております。また、当社は、会員に継続して当社のサービスを受けていただくために、提供する

サービスの充実や新商品の開発活動も積極的に行っております。 

しかしながら、会員数の維持・拡大施策が計画通りに進捗せず、またサービスや新商品の開発が、会員の

獲得、会員の購買、会員数の維持に結びつかない場合には、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよ

ぼす可能性があります。 

 

⑨法的規制等について 

当社は、特別栽培農産物(化学的に合成された農薬や化学肥料を減らして栽培するなど特色のある生産方

法で生産された農産物)等の宅配事業を行うにあたり、主に「食品衛生法」、「植物防疫法」及び「農林物

資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律(JAS法)」等の規制を受けております。また、平成13年５月

に施行された「食品循環資源の再利用等の促進に関する法律」（食品リサイクル法）により年間100トン以

上の食品廃棄物を排出する外食業者（食品関連事業者）は、食品廃棄物の発生量の抑制、減量及び再生利用

を通じて、食品残渣物の削減を義務付けられております。 

当社は、これらの法律等を遵守するための管理体制及び従業員教育を徹底し、コンプライアンス体制の整

備に努めております。しかしながら、これらの法律等に抵触した場合、またはこれらの法律等の改正または

新たな法律の制定などにより法的規制が強化された場合には、当社の主要な事業活動に支障をきたす可能性

や、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 
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⑩会員情報の管理について 

当社は、事業の特性上、様々な個人情報を取り扱っております。これらの個人情報については、社内規程

の制定、従業員への教育等管理を徹底しておりますが、予期せぬ事態により流出する可能性が皆無ではなく、

このような事態が生じた場合、当社の社会的信用に影響を与えるとともに、その対応のための多額の費用負

担が発生する可能性があります。 

 

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等 

該当事項はありません。 
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２．企業集団の状況 

(1) 事業の内容 

当社の企業集団は、親会社である株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、当社と関連会社２社およびその他

の関係会社１社で企業グループを構成しております。 

関連会社といたしましては、千葉県香取市にらでぃっしゅファーム和郷株式会社、らでぃっしゅローソン

スーパーマーケット株式会社があります。 

また、その他の関係会社として日本レストランシステム株式会社があります。 

 

当社は、主に契約農家・契約農業法人等より仕入れた農産品、畜産販売業者・畜肉加工メーカーより仕入

れた畜産品、漁業組合や水産加工メーカーより仕入れた水産品、加工食品メーカーより仕入れた加工食品並

びに雑貨メーカーや商社より仕入れた日用品等を当社の会員や一般顧客へは戸別宅配によって、また百貨

店・スーパー・専門店等へは卸売によって販売しております。 

以下に、事業系統図を記載いたします。 

 

「事業系統図」 
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(2) 関係会社の状況 
 

名称 住所 
資本金

(百万円)
主要な事業の内容

議決権の所有割合 

又は被所有割合 

(％) 

関係内容 

(親会社)     

日本電信電話株式会社 

(※４） 

東京都 
千代田区 

937,950 電信電話事業 
間接被所有 

（74.60%) 

当社の親会社であ

る株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコ

モの親会社であり

ます。 

株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモ(※４） 
東京都 
千代田区 

949,680 携帯電話事業 
直接被所有 

74.60% 
 

(関連会社)     

らでぃっしゅローソン 

スーパーマーケット株式会社

東京都 
品川区 

25 通信販売業 49.00% 

当社商品の販売先

役員の兼務 

2名 

らでぃっしゅファーム和郷 

株式会社 

千葉県 
香取市 

10 農業の経営 
10.00% 

［40.00%］ 

契約による 

農産物の栽培 

役員の兼務 

1名 

(その他の関係会社)     

株式会社ドトール・日レス 

ホールディングス(※４） 

東京都 
渋谷区 

1,000 純粋持株会社 
間接被所有 

（22.20%） 

当社のその他の関

係会社である日本

レストランシステ

ム株式会社の完全

親会社でありま

す。 

日本レストランシステム 

株式会社 
東京都 
渋谷区 

3,505

多業態型レストラン
チェーンの経営、 

輸入業及び輸入品の
販売 

直接被所有 

22.20％ 

当社商品の 

仕入・販売先 

(注) １．議決権の所有又は被所有割合の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

２．議決権の所有割合の［ ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

３．らでぃっしゅローソンスーパーマーケット株式会社およびらでぃっしゅファーム和郷株式会社は、利益

基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、持分法損益等の注記を省略して

おります。 

４．日本電信電話株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、株式会社ドトール・日レスホールディン

グスは、有価証券報告書を提出しております。 

５．日本レストランシステム株式会社は、有価証券報告書の提出会社でありましたが、平成20年２月期分か

ら有価証券報告書を提出しておりません。 
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３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、「良質・安全な商品の流通を通して、健康で豊かな生活を提供すること」を経営理念とし、「安

心・安全な食品の提供」、「生産者と消費者の顔と顔の見える関係」をモットーに、有機・低農薬の農産物

や無添加食品、環境負荷の少ない日用品を提供しております。当社は、「持続可能な社会の実現（次世代に

存続すべき地球環境の保全に貢献）」を経営理念に掲げ、自らの事業規模の拡大を通じて食の安全を広めて

まいります。 

 

(2) 目標とする経営指標 

当社は、売上高および経常利益を成長の一つの指針として考えており、登録会員数、営業利益率、経常利

益率、効率性を図る指標でありますＲＯＥおよびＲＯＡを重要な経営指標としております。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は、日本全国のこどもとお母さんにとって安心安全な食の流通の代名詞として、最も愛され信頼され

ている企業となるべく、そのしくみを確かなものにするために、生産から流通、販売までを一貫して取り組

む生産機能を持つグループ企業を有する企業集団となることを中長期的なビジョンに掲げております。 

当社は、今後は株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの子会社となることにより、同社と同企業グループと

の戦略的パートナーシップを構築し、更なる連携を強めることで当社のビジョン達成を目指すとともに企業

価値の向上を企図してまいります。 

 

(4) 会社の対処すべき課題 

当社は、消費者の「食の安心・安全」及び環境へ配慮したライフスタイルへの関心が高まる中、当社がビ

ジョンで掲げる「こどもとお母さんにとって最も愛され信頼されている企業」となるべく、以下の６項目を

対処すべき課題と認識し、企業価値向上に取り組んでまいります。 

 

①顧客視点のマーケティング 

より「こどもとお母さん」の視点に立った商品・サービスを生み出す、企画・マーケティング・分析の

それぞれの機能を強化してまいります。 

②品質の強化 

 商品のさらなる品質の向上を目指し、体制を強化してまいります。 

③生産機能の獲得 

「高い品質」と「値ごろ感」を両立する仕組みを構築するために、生産機能の獲得を目指してまいります。 

④３つの販売チャネル 

多様化する顧客のニーズに応えるため、顧客の生活シーンに合わせた宅配、店舗、通販の３つの売場を

提供してまいります。 

⑤食を軸とした社会貢献 

 お客様や生産者と一体となった社会貢献活動を行うことでファン作りを推進してまいります。 

⑥成長を担う人材開発 

 経営ビジョンの実現を担う人材を全社一丸となって育成してまいります。 

 

(5) その他、会社の経営上重要な事項 

当社は、平成24年１月30日開催の取締役会において、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社の完

全子会社化を企図した当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けについて、賛同の意見を表明する

ことを決議いたしました。 
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今後は、平成24年６月下旬に開催予定の臨時株主総会における当社の完全子会社化のための定款一部変更

および全部取得条項付普通株式の取得について承認の後、同日開催の普通株主および普通株主による種類株

主総会において、当社の完全子会社化のための定款一部変更について承認がされた後、平成24年８月中に株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの完全子会社となる予定であります。  
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４．財務諸表 
 (1) 貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年２月28日) 

当事業年度 
(平成24年２月29日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,140,998 816,859

売掛金 2,523,429 2,171,987

商品及び製品 503,782 449,883

原材料及び貯蔵品 34,970 29,330

前払費用 70,134 97,661

繰延税金資産 149,337 155,917

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 － 10,000

未収入金 135,373 136,151

その他 10,944 43,379

貸倒引当金 △268,553 △160,432

流動資産合計 4,300,417 3,750,739

固定資産   

有形固定資産   

建物 925,532 1,087,603

減価償却累計額 △648,359 △822,359

建物（純額） 277,172 265,244

機械及び装置 156,039 158,611

減価償却累計額 △122,372 △129,166

機械及び装置（純額） 33,667 29,445

車両運搬具 5,152 5,152

減価償却累計額 △5,040 △5,079

車両運搬具（純額） 112 73

工具、器具及び備品 60,651 77,784

減価償却累計額 △53,833 △62,356

工具、器具及び備品（純額） 6,817 15,427

リース資産 159,996 168,105

減価償却累計額 △42,926 △79,065

リース資産（純額） 117,070 89,039

建設仮勘定 － 4,300

有形固定資産合計 434,840 403,530

無形固定資産   

のれん 2,727,959 2,546,095

商標権 3,120 2,134

意匠権 160 131

ソフトウエア 329,978 290,093

ソフトウエア仮勘定 88,833 17,472

電話加入権 3,276 3,276

無形固定資産合計 3,153,328 2,859,202
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年２月28日) 

当事業年度 
(平成24年２月29日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 13,541 26,021

関係会社株式 4,880 29,380

長期貸付金 795 －

関係会社長期貸付金 16,550 6,550

破産更生債権等 46,219 45,737

繰延税金資産 108,839 147,389

差入保証金 199,510 200,015

その他 － 23,625

貸倒引当金 △46,219 △45,737

投資その他の資産合計 344,117 432,981

固定資産合計 3,932,286 3,695,714

資産合計 8,232,704 7,446,453

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,559,093 1,523,361

短期借入金 ※  200,000 ※  －

1年内返済予定の長期借入金 402,000 402,000

リース債務 37,824 39,729

未払金 627,799 598,900

未払費用 72,341 79,476

未払法人税等 142,209 56,307

前受金 402 712

賞与引当金 85,799 87,431

販売促進引当金 7,040 10,580

資産除去債務 － 54,781

その他 68,251 93,857

流動負債合計 3,202,763 2,947,138

固定負債   

長期借入金 797,000 395,000

リース債務 91,230 60,119

退職給付引当金 240,104 271,993

役員退職慰労引当金 65,800 81,300

資産除去債務 － 133,806

その他 5,001 2,503

固定負債合計 1,199,136 944,722

負債合計 4,401,899 3,891,861
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年２月28日) 

当事業年度 
(平成24年２月29日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 867,015 869,219

資本剰余金   

資本準備金 2,279,601 2,281,805

資本剰余金合計 2,279,601 2,281,805

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 726,651 583,391

利益剰余金合計 726,651 583,391

自己株式 △42,464 △179,869

株主資本合計 3,830,804 3,554,546

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － 46

評価・換算差額等合計 － 46

純資産合計 3,830,804 3,554,592

負債純資産合計 8,232,704 7,446,453
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(2) 損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

売上高 22,014,351 22,046,548

売上原価   

商品期首たな卸高 489,201 503,782

当期商品仕入高 13,970,844 13,987,094

合計 14,460,045 14,490,877

他勘定振替高 ※1  95,408 ※1  64,961

商品期末たな卸高 503,782 449,883

売上原価合計 13,860,854 13,976,032

売上総利益 8,153,496 8,070,516

販売費及び一般管理費 ※2  7,891,706 ※2  7,771,470

営業利益 261,790 299,045

営業外収益   

受取利息 853 520

受取手数料 25,619 28,021

期限切品処分収入 11,924 10,463

その他 20,189 29,052

営業外収益合計 58,586 68,058

営業外費用   

支払利息 19,415 10,102

支払手数料 3,731 3,761

たな卸資産廃棄損 － 30,528

その他 3,044 3,620

営業外費用合計 26,191 48,013

経常利益 294,184 319,090

特別損失   

固定資産除却損 ※3  3,278 ※3  78,662

減損損失 ※4  1,125 ※4  1,797

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 148,058

TOB関連費用 － 67,182

特別損失合計 4,404 295,700

税引前当期純利益 289,780 23,389

法人税、住民税及び事業税 217,196 163,771

法人税等調整額 △10,182 △45,155

法人税等合計 207,013 118,616

当期純利益又は当期純損失（△） 82,766 △95,226
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(3) 株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 856,225 867,015

当期変動額   

新株の発行 10,790 2,204

当期変動額合計 10,790 2,204

当期末残高 867,015 869,219

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,268,811 2,279,601

当期変動額   

新株の発行 10,790 2,204

当期変動額合計 10,790 2,204

当期末残高 2,279,601 2,281,805

資本剰余金合計   

前期末残高 2,268,811 2,279,601

当期変動額   

新株の発行 10,790 2,204

当期変動額合計 10,790 2,204

当期末残高 2,279,601 2,281,805

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 692,169 726,651

当期変動額   

剰余金の配当 △48,284 △48,034

当期純利益又は当期純損失（△） 82,766 △95,226

当期変動額合計 34,481 △143,260

当期末残高 726,651 583,391

利益剰余金合計   

前期末残高 692,169 726,651

当期変動額   

剰余金の配当 △48,284 △48,034

当期純利益又は当期純損失（△） 82,766 △95,226

当期変動額合計 34,481 △143,260

当期末残高 726,651 583,391

自己株式   

前期末残高 － △42,464

当期変動額   

自己株式の取得 △42,464 △137,405

当期変動額合計 △42,464 △137,405

当期末残高 △42,464 △179,869
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

株主資本合計   

前期末残高 3,817,206 3,830,804

当期変動額   

新株の発行 21,580 4,408

剰余金の配当 △48,284 △48,034

当期純利益又は当期純損失（△） 82,766 △95,226

自己株式の取得 △42,464 △137,405

当期変動額合計 13,597 △276,258

当期末残高 3,830,804 3,554,546

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 46

当期変動額合計 － 46

当期末残高 － 46

評価・換算差額等合計   

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 46

当期変動額合計 － 46

当期末残高 － 46

純資産合計   

前期末残高 3,817,206 3,830,804

当期変動額   

新株の発行 21,580 4,408

剰余金の配当 △48,284 △48,034

当期純利益又は当期純損失（△） 82,766 △95,226

自己株式の取得 △42,464 △137,405

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 46

当期変動額合計 13,597 △276,211

当期末残高 3,830,804 3,554,592
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(4) キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 289,780 23,389

減価償却費 95,178 102,564

ソフトウエア償却費 124,328 129,671

のれん償却額 181,863 181,863

減損損失 1,125 1,797

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 148,058

貸倒引当金の増減額（△は減少） 22,031 △108,603

販売促進引当金の増減額(△は減少) 4,678 3,540

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,566 1,632

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,617 31,888

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15,600 15,500

受取利息 △853 △628

支払利息 19,415 10,102

固定資産除却損 3,278 78,662

売上債権の増減額（△は増加） 1,320,944 351,442

たな卸資産の増減額（△は増加） △34,714 59,538

仕入債務の増減額（△は減少） 14,071 △35,732

その他 △73,046 △66,696

小計 2,006,866 927,991

利息及び配当金の受取額 816 665

利息の支払額 △19,422 △10,111

法人税等の支払額 △250,064 △248,412

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,738,196 670,132

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △15,494 △25,641

無形固定資産の取得による支出 △132,949 △111,276

投資有価証券の取得による支出 － △12,408

関係会社株式の取得による支出 △3,450 △24,500

関係会社貸付けによる支出 △6,550 －

貸付金の回収による収入 6,128 6,283

差入保証金の差入による支出 △790 △1,901

差入保証金の回収による収入 1,257 1,668

預り保証金の返還による支出 △399 －

その他 △3,807 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △156,055 △167,775
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △400,000 △200,000

長期借入れによる収入 1,400,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,911,000 △402,000

リース債務の返済による支出 △37,819 △38,781

株式の発行による収入 21,580 4,408

自己株式の取得による支出 △42,946 △142,416

配当金の支払額 △48,245 △47,704

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,018,431 △826,495

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 563,709 △324,138

現金及び現金同等物の期首残高 577,289 1,140,998

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,140,998 ※  816,859
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(5) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(6) 重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(1) 関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

総平均法による原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法） 

(1) 商品 

同左 

 (2) 貯蔵品 

最終仕入原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法） 

(2) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

その他の有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 建物       ３年～18年 

 機械及び装置   ８年～15年 

 工具、器具及び備品 ３年～15年 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

その他の有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 建物       ３年～20年 

 機械及び装置   ８年～15年 

 工具、器具及び備品 ３年～15年 

 (2) 無形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

   のれん     20年 

   自社利用のソフトウエア 

    社内における利用可能期間 

   （５年以内） 

(2) 無形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 (3) リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっておりま

す。 

(3) リース資産 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

――――――― 外貨建有価証券（その他有価証券）

は、決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は全部純資産直入

法により処理しております。 
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項目 
前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権、貸倒懸念債権に

ついては債権の区分ごとにそれぞれ

未回収率等を勘案して定めた一定の

基準により、破産更生債権等につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち、当事業年度

の負担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

 (3) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額のうち、当事業年度の負

担額を計上しております。 

なお、当事業年度に係る役員賞与

は支給しないため、当事業年度にお

いては役員賞与引当金は計上してお

りません。 

(3) 役員賞与引当金 

同左 

 (4) 販売促進引当金 

会員顧客へ付与した割引ポイント

の利用に備えるため、使用実績率に

基づき将来使用されると見込まれる

額を計上しております。 

(4) 販売促進引当金 

同左 

 (5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法に

より発生した事業年度から費用処理

しております。 

(5) 退職給付引当金 

同左 

 

 (6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(6) 役員退職慰労引当金 

同左 

 

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

７ その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

(7)  会計処理方法の変更 

 

前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

（退職給付に係る会計基準） 

 当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７

月31日）を適用しております。 

 これによる損益への影響はありません。 

（資産除去債務に関する会計基準等） 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

しております。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ9,560千

円、税引前当期純利益は157,619千円減少しておりま

す。 

 

(8) 表示方法の変更 

 

前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

（貸借対照表） 

 前事業年度において流動資産「その他」に含めて表

示しておりました「未収入金」（前事業年度47,611千

円）は、総資産額の100分の１を超えたため、当事業年

度においては区分掲記することといたしました。 

（貸借対照表） 

――――――― 

（損益計算書） 

 前事業年度において営業外費用「その他」に含めて

表示しておりました「支払手数料」（前事業年度2,000

千円）は、営業外費用総額の100分の10を超えたため、

当事業年度においては区分掲記することといたしまし

た。 

（損益計算書） 

 前事業年度において営業外費用「その他」に含めて

表示しておりました「たな卸資産廃棄損」（前事業年

度3,044千円）は、営業外費用総額の100分の10を超え

たため、当事業年度においては区分掲記することとい

たしました。 
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 (9) 財務諸表に関する注記事項 

（貸借対照表関係） 

 

前事業年度 

(平成23年２月28日) 

当事業年度 

(平成24年２月29日) 

※ 当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額 2,500,000千円 

借入実行残高 200,000千円 

差引額 2,300,000千円 
 

※ 当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額 2,500,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 2,500,000千円 
 

 

（損益計算書関係） 

 

前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

販売促進費 84,353千円

その他 11,054千円

 計 95,408千円
 

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

販売促進費 53,423千円

その他 11,538千円

 計 64,961千円
 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

荷造運搬費 1,700,553千円

広告宣伝費 704,382千円

販売促進費 1,022,052千円

販売促進引当金繰入額 7,040千円

貸倒引当金繰入額 94,968千円

給料及び手当 1,212,067千円

賞与引当金繰入額 85,799千円

退職給付費用 24,366千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,600千円

減価償却費 95,178千円

ソフトウエア償却費 124,328千円

のれん償却額 181,863千円

地代家賃 370,115千円

業務委託費 538,943千円

   おおよその割合 

販売費               45％ 

一般管理費             55％ 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

荷造運搬費 1,720,309千円

広告宣伝費 632,974千円

販売促進費 1,019,114千円

販売促進引当金繰入額 10,580千円

貸倒引当金繰入額 35,386千円

給料及び手当 1,217,204千円

賞与引当金繰入額 85,311千円

退職給付費用 38,902千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,500千円

減価償却費 102,564千円

ソフトウエア償却費 129,671千円

のれん償却額 181,863千円

地代家賃 370,056千円

業務委託費 474,434千円

   おおよその割合 

販売費               44％ 

一般管理費             56％ 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

ソフトウエア 3,278千円

 計 3,278千円
 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

ソフトウエア仮勘定 78,637千円

工具、器具及び備品 25千円

 計 78,662千円
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前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

※４ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

用途 物流センター 

種類 
工具、器具及び備品 

リース資産 

場所 札幌市 

減損損失 1,125千円 

 当社は、各物流センターを基礎としてグルーピン

グを行っております。また、賃貸用資産及び遊休資

産についてはそれぞれ個別の物件ごとにグルーピン

グを行っております。 

 上記の資産グループについては、収益性が著しく

低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、同額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。 

 なお、回収可能価額は、使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを7.4％で割り引いて

算定しております。 

※４ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

用途 物流センター 

種類 
建物 

リース資産 

場所 札幌市 

減損損失 1,797千円 

 当社は、各物流センターを基礎としてグルーピン

グを行っております。また、賃貸用資産及び遊休資

産についてはそれぞれ個別の物件ごとにグルーピン

グを行っております。 

 上記の資産グループについては、収益性が著しく

低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、同額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。 

 なお、回収可能価額は、使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを7.4％で割り引いて

算定しております。 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

１．発行済株式及び自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式  

 普通株式（株） (注１) 6,897,817 41,500 － 6,939,317

自己株式  

 普通株式（株） (注２) － 77,300 － 77,300

（注）１ 普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

  ストック・オプションの権利行使による新株の発行          41,500株 

   ２ 自己株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

  取締役会決議による自己株式の取得による増加            77,300株 

 

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成22年５月26日 
定時株主総会 

普通株式 48,284 7 平成22年２月28日 平成22年５月27日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成23年５月25日
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 48,034 ７ 平成23年２月28日 平成23年５月26日
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当事業年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

１．発行済株式及び自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式  

 普通株式（株） (注１) 6,939,317 6,000 － 6,945,317

自己株式  

 普通株式（株） (注２) 77,300 200,035 － 277,335

（注）１ 普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

  ストック・オプションの権利行使による新株の発行          6,000株 

   ２ 自己株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

  取締役会決議による自己株式の取得による増加           200,000株 

  単元未満株式の買取による増加                     35株 

 

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成23年５月25日
定時株主総会 

普通株式 48,034 ７ 平成23年２月28日 平成23年５月26日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成23年２月28日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成24年２月29日現在）

現金及び預金 1,140,998千円

現金及び現金同等物 1,140,998千円
 

現金及び預金 816,859千円

現金及び現金同等物 816,859千円
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（リース取引関係） 

 

前事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 

 至 平成24年２月29日) 

リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引 

リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

資産区分 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累

計額相当額 

(千円) 

減損損失累

計額相当額

(千円) 

期末残高

相当額

(千円)

建物 51,613 27,616 － 23,997

機械及び装置 11,176 9,180 － 1,995

車両運搬具 44,746 36,543 － 8,203

工具、器具及

び備品 
94,540 64,742 1,689 28,107

合計 202,077 138,082 1,689 62,304
 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

資産区分 

取得価額

相当額

(千円)

減価償却累

計額相当額 

(千円) 

減損損失累

計額相当額 

(千円) 

期末残高

相当額

(千円)

建物 51,613 33,350 － 18,262

機械及び装置 11,176 10,777 － 399

工具、器具及

び備品 
66,811 53,302 1,689 11,819

合計 129,601 97,431 1,689 30,481

  

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 33,217千円

1年超 32,830千円

合計 66,048千円
 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 16,500千円

1年超 16,330千円

合計 32,830千円
 

リース資産減損勘定の残高 853千円
 

リース資産減損勘定の残高 506千円
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 38,576千円

リース資産減損勘定の取崩額 339千円

減価償却費相当額 35,794千円

支払利息相当額 1,977千円
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 34,382千円

リース資産減損勘定の取崩額 347千円

減価償却費相当額 23,974千円

支払利息相当額 1,165千円
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

（貸主側） 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 8,692千円

1年超 －千円

合計 8,692千円

(注)１ 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積残存価額の残高の合計

額が営業債権の期末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法により算定しておりま

す。 

２ 上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側

の未経過リース料期末残高相当額であります。

なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の

条件で第三者にリースしておりますので、ほぼ

同額の残高が上記の借主側の未経過リース料期

末残高相当額に含まれております。 

（貸主側） 

――――――― 
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前事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 

 至 平成24年２月29日) 

ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、宅配事業における販促用備品、

営業用車両であります。 

(2) リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

とする定額法によっております。 

ファイナンス・リース取引 

同左 

 

（金融商品関係） 

前事業年度（自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

  当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、デリバティブ取引は利用せず、投機的な取引

は行わない方針であります。資金調達については、短期的な運転資金は、銀行借入による方針であります。ま

た、設備投資計画に照らして、必要な資金を長期借入により調達しております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

   営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

   差入保証金は、主に物流センターの敷金及び保証金であり、貸付金は、関連会社及び取引先企業等に対する

ものであります。これらは、差し入れ先及び貸付先の信用リスクに晒されております。 

   営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。 

   短期借入金は運転資金に係るものであり、長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、

主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年８ヶ月後でありま

す。なお、長期借入金は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

  ① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

   営業債権については、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行っており、回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。 

  ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

   市場リスクのある有価証券等の運用は行っておりません。 

   投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。 

  ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

   当社では適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理

しております。 
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  平成23年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)を参照くだ

さい。）。 

  （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 1,140,998 1,140,998 －

(2) 売掛金 2,523,429 2,523,429 －

(3) 未収入金 135,373 135,373 －

(4) 長期貸付金(※１) 7,079 7,106 27

(5) 関係会社長期貸付金 16,550 16,722 172

(6) 差入保証金 199,510 189,128 △10,381

資産計 4,022,942 4,012,760 △10,182

(1) 買掛金 1,559,093 1,559,093 －

(2) 短期借入金 200,000 200,000 －

(3) 未払金 627,799 627,799 －

(4) 未払法人税等 142,209 142,209 －

(5) 長期借入金(※２) 1,199,000 1,199,000 －

(6) リース債務 129,055 131,739 △2,684

負債計 3,857,157 3,859,841 △2,684

 (※１) 長期貸付金には、短期貸付金（1年内回収予定の長期貸付金）6,283千円が含まれております。 

 (※２) 長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金402,000千円が含まれております。 

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(4) 長期貸付金、(5) 関係会社長期貸付金 

これらの時価については、信用リスクを加味した将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に

よる利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(6) 差入保証金 

差入保証金の時価については、想定した賃借契約期間に基づき、信用リスクを加味した将来キャッシュ・

フローを国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しております。 
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負 債 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(5) 長期借入金 

長期借入金の時価については、変動金利により短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似

していることから当該帳簿価額によっております。 

(6) リース債務 

リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  (単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

投資有価証券  

非上場株式 13,541

関係会社株式 4,880

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めて

おりません。 

 

(注３) 金銭債権及び有価証券のうち満期のあるものの決算日後の償還予定額 

(単位：千円） 

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 1,140,998 － － － 

売掛金 2,523,429 － － － 

未収入金 135,373 － － － 

長期貸付金 6,283 795 － － 

関係会社長期貸付金 － 16,550 － － 

差入保証金 － 151,828 4,634 43,048 

合計 3,806,085 169,174 4,634 43,048 

 

(注４) 長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 

(単位：千円） 

 １年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

長期借入金 402,000 402,000 395,000 － － － 

リース債務 37,824 38,032 34,290 16,231 2,403 272 

合計 439,824 440,032 429,290 16,231 2,403 272 

 

 

（追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 
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当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

  当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、デリバティブ取引は利用せず、投機的な取引

は行わない方針であります。資金調達については、短期的な運転資金は、銀行借入による方針であります。ま

た、設備投資計画に照らして、必要な資金を長期借入により調達しております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

   営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

   差入保証金は、主に物流センターの敷金及び保証金であり、貸付金は、関連会社及び取引先企業等に対する

ものであります。これらは、差し入れ先及び貸付先の信用リスクに晒されております。 

   営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。 

   長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的と

したものであり、償還日は決算日後、最長で６年６ヶ月後であります。なお、長期借入金は変動金利であるた

め金利の変動リスクに晒されております。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

  ① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

   営業債権については、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行っており、回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。 

  ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

   市場リスクのある有価証券等の運用は行っておりません。 

   投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。 

  ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

   当社では適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理

しております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成24年２月29日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)を参照くだ

さい。）。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 816,859 816,859 －

(2) 売掛金 2,171,987 2,171,987 －

(3) 未収入金 136,151 136,151 －

(4) 関係会社長期貸付金(※１) 16,550 16,641 91

(5) 差入保証金 200,015 193,567 △6,447

資産計 3,341,564 3,335,208 △6,356

(1) 買掛金 1,523,361 1,523,361 －

(2) 未払金 598,900 598,900 －

(3) 未払法人税等 56,307 56,307 －

(4) 長期借入金(※２) 797,000 797,000 －

(5) リース債務 99,848 101,750 △1,901

負債計 3,075,418 3,077,319 △1,901

(※１) 関係会社長期貸付金には、1年内回収予定の関係会社長期貸付金10,000千円が含まれております。 

(※２) 長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金402,000千円が含まれております。 

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(4) 関係会社長期貸付金 

関係会社長期貸付金の時価については、信用リスクを加味した将来キャッシュ・フローを国債の利回り等

適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(5) 差入保証金 

差入保証金の時価については、想定した賃借契約期間に基づき、信用リスクを加味した将来キャッシュ・

フローを国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

負 債 

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(4) 長期借入金 

長期借入金の時価については、変動金利により短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似

していることから当該帳簿価額によっております。 

(5) リース債務 

リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。 
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

投資有価証券  

非上場株式 26,021

関係会社株式 29,380

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めて

おりません。 

 

(注３) 金銭債権及び有価証券のうち満期のあるものの決算日後の償還予定額 

(単位：千円） 

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 816,859 － － － 

売掛金 2,171,987 － － － 

未収入金 136,151 － － － 

関係会社長期貸付金 10,000 6,550 － － 

差入保証金 33,011 119,321 4,634 43,048 

合計 3,168,010 125,871 4,634 43,048 

 

(注４) 長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 

(単位：千円） 

 １年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

長期借入金 402,000 395,000 － － － － 

リース債務 39,729 36,033 18,022 4,243 1,276 543 

合計 441,729 431,033 18,022 4,243 1,276 543 
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（退職給付関係） 

 

前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  退職一時金制度を採用しております。 

 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

(1)退職給付債務 △276,438千円

(2)未積立退職給付債務 △276,438千円

(3)未認識数理計算上の差異 36,334千円

(4)退職給付引当金 △240,104千円

  

２ 退職給付債務に関する事項 

(1)退職給付債務 △342,769千円

(2)未積立退職給付債務 △342,769千円

(3)未認識数理計算上の差異 70,776千円

(4)退職給付引当金 △271,993千円

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(1)勤務費用 22,023千円

(2)利息費用 4,635千円

(3)数理計算上の差異の費用処理額 △2,292千円

(4)退職給付費用 24,366千円

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(1)勤務費用 27,275千円

(2)利息費用 5,868千円

(3)数理計算上の差異の費用処理額 5,759千円

(4)退職給付費用 38,902千円

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2)割引率 2.0％ 

(3)数理計算上の差異の処理年数 ５年 

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしており

ます。) 

(4)過去勤務債務の額の処理年数 ５年 
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2)割引率 1.1％ 

(3)数理計算上の差異の処理年数 ５年 

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしており

ます。) 

(4)過去勤務債務の額の処理年数 ５年 
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（ストック・オプション等関係） 

 前事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1)ストック・オプションの内容 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員22名 当社の従業員27名 当社の従業員２名 

株式の種類及び付与数 普通株式 85,000株 普通株式 60,000株 普通株式 2,000株 

付与日 平成18年９月１日 

（平成16年４月28日） 

平成18年９月１日 

（平成17年９月１日） 

平成18年９月１日 

（平成17年12月15日） 

権利確定条件 権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 平成17年５月１日 

～平成22年４月30日 

平成19年８月１日 

～平成24年７月31日 

平成19年８月１日 

～平成24年７月31日 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ 平成18年９月１日付のらでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）との吸収合併に

よる承継であります。 

３ 付与日欄の(外書)は、らでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）での付与日であ

ります。 

４ 上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平

成19年９月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

 
 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名 当社の従業員145名 当社の従業員64名 

株式の種類及び付与数 普通株式 156,000株 普通株式 168,000株 普通株式 34,500株 

付与日 平成19年２月28日 平成19年２月28日 平成19年２月28日 

権利確定条件 権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ 上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平

成19年９月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 
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 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。 

  ①ストック・オプションの数 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

 権利確定前    (株)   

  前事業年度末 － － －

  付与 － － －

  失効 － － －

  権利確定 － － －

  未確定残 － － －

 権利確定後    (株) 

  前事業年度末 75,000 43,000 2,000

  権利確定 － － －

  権利行使 41,500 － －

  失効 33,500 3,000 －

  未行使残 － 40,000 2,000

 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

 権利確定前    (株) 

  前事業年度末 － － －

  付与 － － －

  失効 － － －

  権利確定 － － －

  未確定残 － － －

 権利確定後    (株) 

  前事業年度末 156,000 144,000 25,000

  権利確定 － － －

  権利行使 － － －

  失効 － 5,000 1,000

  未行使残 156,000 139,000 24,000
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  ②単価情報 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

 権利行使価格(円) 520 677 677

 行使時平均株価(円) 575 － －

 付与日における 

 公正な評価単価(円) 
－ － －

 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

 権利行使価格(円) 850 850 850

 行使時平均株価(円) － － －

 付与日における 

 公正な評価単価(円) 
－ － －

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

平成19年２月28日付において付与されたストック・オプションの単価は、未公開企業であったため単位当たり

の本源的価値を見積る方法により算定しております。 

また、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる自社の株式価値は、割引キャッシュ・フロー法により算

定しております。 

① 当事業年度末における本源的価値の合計額            －千円 

② 当事業年度中に権利行使されたストック・オプションの    2,220千円 

権利行使日における本源的価値の合計額 

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して 

おります。 
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 当事業年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1)ストック・オプションの内容 

 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員27名 当社の従業員２名 

株式の種類及び付与数 普通株式 60,000株 普通株式 2,000株 

付与日 平成18年９月１日 

（平成17年９月１日） 

平成18年９月１日 

（平成17年12月15日） 

権利確定条件 権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 平成19年８月１日 

～平成24年７月31日 

平成19年８月１日 

～平成24年７月31日 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ 平成18年９月１日付のらでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）との吸収合併に

よる承継であります。 

３ 付与日欄の(外書)は、らでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）での付与日であ

ります。 

４ 上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平

成19年９月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

 
 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名 当社の従業員145名 当社の従業員64名 

株式の種類及び付与数 普通株式 156,000株 普通株式 168,000株 普通株式 34,500株 

付与日 平成19年２月28日 平成19年２月28日 平成19年２月28日 

権利確定条件 権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ 上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平

成19年９月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 
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 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。 

  ①ストック・オプションの数 

 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

 権利確定前    (株) 

  前事業年度末 － －

  付与 － －

  失効 － －

  権利確定 － －

  未確定残 － －

 権利確定後    (株) 

  前事業年度末 40,000 2,000

  権利確定 － －

  権利行使 4,000 －

  失効 1,000 －

  未行使残 35,000 2,000
   
 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

 権利確定前    (株) 

  前事業年度末 － － －

  付与 － － －

  失効 － － －

  権利確定 － － －

  未確定残 － － －

 権利確定後    (株) 

  前事業年度末 156,000 139,000 24,000

  権利確定 － － －

  権利行使 － 2,000 －

  失効 12,000 16,000 5,000

  未行使残 144,000 121,000 19,000

 

  ②単価情報 

 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

 権利行使価格(円) 677 677

 行使時平均株価(円) 986 －

 付与日における 

 公正な評価単価(円) 
－ －

 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

 権利行使価格(円) 850 850 850

 行使時平均株価(円) － 987 －

 付与日における 

 公正な評価単価(円) 
－ － －
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

平成19年２月28日付において付与されたストック・オプションの単価は、未公開企業であったため単位当たり

の本源的価値を見積る方法により算定しております。 

また、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる自社の株式価値は、割引キャッシュ・フロー法により算

定しております。 

① 当事業年度末における本源的価値の合計額          50,378千円 

② 当事業年度中に権利行使されたストック・オプションの    1,509千円 

権利行使日における本源的価値の合計額 

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して 

おります。 

 

（税効果会計関係） 

 

前事業年度 

(平成23年２月28日) 

当事業年度 

(平成24年２月29日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

 ①流動資産 

  貸倒引当金 87,815千円

  賞与引当金 34,911千円

  未払事業税 11,983千円

  未払事業所税 4,727千円

  未払社会保険料 4,899千円

  その他 5,000千円

    計 149,337千円

 ②固定資産 

  退職給付引当金 95,668千円

  貸倒引当金 1,765千円

  役員退職慰労引当金 26,774千円

  減価償却費 7,855千円

  その他 5,324千円

    計 137,387千円

  評価性引当額 △28,547千円

    計 108,839千円

 繰延税金資産合計 258,177千円
 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

 ①流動資産 

  貸倒引当金 40,345千円

  賞与引当金 35,575千円

  未払事業税 5,552千円

  未払事業所税 4,767千円

  未払社会保険料 5,258千円

  固定資産除却損 31,997千円

  資産除去債務 22,290千円

  その他 10,129千円

    計 155,917千円

 ②固定資産 

  退職給付引当金 96,049千円

  貸倒引当金 1,891千円

  役員退職慰労引当金 28,975千円

  減価償却費 7,225千円

  資産除去債務 50,065千円

  その他 4,972千円

    計 189,180千円

  評価性引当額 △30,528千円

    計 158,651千円

 繰延税金資産合計 314,568千円

（繰延税金負債） 

 固定負債 

 資産除去債務に対応する除去費
用 

△11,261千円

 繰延税金負債合計 △11,261千円

繰延税金資産の純額 303,307千円
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前事業年度 

(平成23年２月28日) 

当事業年度 

(平成24年２月29日) 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 28.6％

その他 2.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 71.4％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 359.0％

税率変更による期末繰延税金資産の減額
修正 

83.1％

その他 24.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 507.1％
 

――――――― ３ 法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正 

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応し

た税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震

災からの復興のための施策を実施するために必要な財

源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117

号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業

年度より法人税率が変更されることとなりました。こ

れに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期

に応じて以下のとおりとなります。 

 平成25年２月28日まで 40.69% 

 平成25年３月１日から平成28年２月29日 38.01% 

 平成28年３月１日以降 35.64% 

 この税率の変更により繰延税金資産の純額が19,440

千円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等調

整額の金額が19,443千円増加しております。 

 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

 利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

 

当事業年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

 当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社である

ため、記載を省略しております。 

 

（資産除去債務関係） 

当事業年度（平成24年２月29日） 

 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

本社事務所、物流センター等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。 

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を当該契約の期間及び建物の耐用年数などを勘案して５年～20年と見積り、割引率は当該使用

見込期間に見合う国債の流通利回り（0.515%～2.006%）を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 
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(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

  

期首残高 (注) 185,921千円

時の経過による調整額 2,666千円

期末残高 188,588千円

 

(注) 当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用し

たことによる期首時点における残高であります。 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

  当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日） 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、農産品、畜産品、水産品、加工食品及び日用品等を販売しており、顧客及びサービス別のセグメント

から構成されておりますが、会員や一般顧客に対する戸別宅配事業以外の全セグメントに占める割合が僅少であ

り、開示情報としての重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 （追加情報） 

 当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。 

 

【関連情報】 

当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日） 

１ 商品及びサービスごとの情報 

 単一商品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。 

 

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３  主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略してお

ります。 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日） 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日） 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日） 

 該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

 
前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

  
１株当たり純資産額 558.26円

１株当たり当期純利益金額 11.95円

なお､潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては､希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。 

  
１株当たり純資産額 533.08円

１株当たり当期純損失金額 14.09円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期
純損失であるため記載しておりません。 

(注) １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日)

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失 

（△）（千円） 
82,766 △95,226

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失 
（△）（千円） 

82,766 △95,226

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 6,923,210 6,758,633

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含まれな
かった潜在株式の概要 

新株予約権５種類 
（新株予約権の数3,610個）

詳細は「第４提出会社の
状況 １ 株式等の状況
（２）新株予約権等の状
況」に記載のとおりであ
ります。 

新株予約権５種類 
（新株予約権の数3,210個）

詳細は「第４提出会社の
状況 １ 株式等の状況
（２）新株予約権等の状
況」に記載のとおりであり
ます。 
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（重要な後発事象） 

 
前事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

（自己株式の取得について） 

 当社は、平成23年４月15日開催の取締役会におい

て、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得す

ることを決議いたしました。 

１．自己株式の取得を行う理由 

１株当たりの株主価値の向上を図り、また、経営

環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行する

ため。 

２．自己株式の取得の方法 

(1) 取得する株式の種類 

当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数 

100,000株（上限とする） 

   （発行済株式総数（自己株式を除く）に占める

割合 1.46％） 

(3) 取得価額の総額 

70,000,000円（上限とする） 

(4) 取得する期間 

平成23年４月25日から平成23年９月30日まで 

（当社普通株式等に対する公開買付け） 

 当社は、平成24年１月30日開催の取締役会において、

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下「公開買付

者」といいます。）による当社の普通株式及び新株予約

権に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいま

す。）について賛同の意見を表明することを決議いたし

ました。 

 平成24年１月31日から同年３月12日に実施された本公

開買付けの結果、公開買付者は、平成24年３月19日（決

済日）に当社普通株式4,973,668株（議決権数49,736

個、総株主等の議決権に対する割合74.60％）を取得

し、当社は公開買付者の子会社となりました。 

 当社は、今後、以下の手続きを実施する予定であり、

これに伴い公開買付者により完全子会社化され、当社株

式は、上場廃止になる予定であります。 

 当社は、平成24年６月下旬に開催される当社臨時株主

総会および普通株主による種類株主総会において、定款

の一部変更をして種類株式発行会社とすること、定款の

一部変更をして当社の発行するすべての普通株式に全部

取得条項を付すこと、および当社普通株式のすべての取

得と引き換えに別個の種類の当社株式を交付することを

決議する予定であります。 

 

（開示の省略） 

有価証券、デリバティブ取引、企業結合等、賃貸等不動産、関連当事者情報に関する注記事項については、決算

短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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５．その他 
(1) 役員の異動 

該当事項はありません。 

 

(2) 生産、受注及び販売の状況 

① 品目分類別仕入高 

前事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 

 至 平成24年２月29日) 分類 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

 農産品 6,075,078 43.5 5,792,386 41.4

 畜産品 1,701,597 12.2 1,639,680 11.7

 水産品 837,028 6.0 802,000 5.7

 加工食品 3,783,312 27.1 3,997,544 28.6

食品計 12,397,017 88.8 12,231,613 87.4

 日用品等 1,527,967 10.9 1,678,695 12.0

非食品計 1,527,967 10.9 1,678,695 12.0

その他計 45,859 0.3 76,785 0.6

合計 13,970,844 100.0 13,987,094 100.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

② 企画分類別売上高  

前事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 

 至 平成24年２月29日) 分類 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

 定期品 7,877,795 35.8 7,452,498 33.8

 注文品 13,835,356 62.8 14,233,151 64.6

 その他 301,198 1.4 360,899 1.6

合計 22,014,351 100.0 22,046,548 100.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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③ 品目分類別売上高 

前事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成23年３月１日 

 至 平成24年２月29日) 分類 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

 農産品 10,632,301 48.3 9,627,293 43.6

 畜産品 1,810,253 8.2 2,417,995 11.0

 水産品 1,256,100 5.7 1,185,745 5.4

 加工食品 5,682,206 25.8 5,974,520 27.1

食品計 19,380,862 88.0 19,205,555 87.1

 日用品等 2,351,541 10.7 2,494,674 11.3

非食品計 2,351,541 10.7 2,494,674 11.3

その他計 281,947 1.3 346,318 1.6

合計 22,014,351 100.0 22,046,548 100.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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